
 

次期地域福祉計画・福祉のまちづくり推進計画の策定に向けた課題（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

現行計画の評価、計画策定のために実施した調査及び

市の現状等を踏まえ、次期地域福祉計画・福祉のまちづく

り推進計画の策定に向けた課題を次のとおり整理しまし

た。 

 

１ つながりが希薄化する地域社会への対応 

人口・世帯数は増加傾向にある一方で、一世帯当たり

の人員は縮小傾向にあり、小世帯化が進んでいます。高

齢化率も上昇しており、従来の世帯内での支え合いだ

けではなく、地域における支え合いが必要です。しかし

ながら、計画策定のための調査では、近隣世帯の手助け

をしている又はしたことがある人や、地域活動・ボラン

ティア活動に取り組んでいる人の割合は多くありませ

ん。非常時への対応のためにも日ごろから、お互いにつ

ながり、支え合う地域づくりが必要です。 

 

２ 多様化、複合化する課題への対応 

相談機関への相談件数は増加傾向にあり、また複合

的な課題を抱える事例や従来の制度では対応が困難な

事例も増えています。計画策定のための調査では、福祉

に関する情報の入手方法が分からない、相談場所が分

からないという意見が多く、分かりやすい情報提供、利

用しやすい相談体制及び複合的な課題を抱えた人や世

帯に対応できる支援体制づくりが必要です。 

 

３ 誰もがいきいきと健康に生活できる環境づくり 

計画策定のための調査では、日常生活における悩み

や不安は、自分や家族の健康のことが最も多く、市が優

先して取り組むべき福祉施策としても健康づくり・介

護予防の推進が上位に挙がっています。すべての市民

がいきいきと健康に生活できる環境の整備が必要で

す。 

 

４ 福祉のまちづくりの推進 

計画策定のための調査からも、福祉のまちづくりが

十分に整備されているとは言えません。また、市が優先

して取り組むべき福祉施策として、公共施設やインフ

ラ等のバリアフリー化やユニバーサルデザインの推進

が上位に挙がっており、今後もハード及びソフトの両

面から引き続き福祉のまちづくりを進めていくことが

必要です。 

（令和元年度第３回審議会資料 抜粋） 

目標１ 安心・安全の仕組みづくりの推進 

・ 相談件数は増加傾向にあり、内容も複雑化し、他分野にまたが

る課題を抱えるケースも増え、体制の強化が必要。 

・ 地域における避難行動要支援者の安否確認や避難誘導の仕

組みづくりの支援が必要。 

目標２ いきいきとした暮らしを支える仕組みづくりの推進 

・ 介護予防や健康づくり活動の自主グループの立ち上げ支援、活

動のリーダーとなる人材育成が必要。 

・ 住民参加による福祉サービスの充実が必要。 

目標３ 支えあいの福祉コミュニティの形成 

・ 住民主体の地域課題を解決する仕組みづくりの実現に向けた

支援が必要。 

目標４ 市民との協働の推進 

・ 市民が多様な知識や経験を活かして幅広くボランティア活動が

できるよう支援の充実が必要。 

目標５ 連携・協働で進める福祉のまちづくりの推進 

・ 分かりやすい情報提供のため、情報提供の手段の検討が必要。 
 

（福祉のまちづくり推進審議会答申書 平成３１年４月 より抜粋） 
 
「情報交換の場の設置、市民参画による制度づくりについては、

だれもが参加できる情報共有の場や、地域住民等のだれもが地
域福祉活動に参加できる仕組みとして、わがまち支えあい協議会
が発足しつつあることから、同協議会の立ち上げや運営を支援す
ることで、多くの市民が地域福祉に関心を持ち、地域福祉活動に
参加しやすい仕組づくりが促進されることを期待する。」「バリアフリ
ー情報の提供については、東京２０２０オリンピック・パラリンピック
競技大会の開催にあわせて、バリアフリーマップ等が作成され、府
中市のバリアフリーに対する取組が広く示されることを要望する。」 

３ 現行計画の評価 

（令和元年度第１回及び第２回審議会資料 抜粋） 

・人口及び世帯数は、増加傾向。人口は、２６万１１人、世帯数は、１２万５，０６０世帯（Ｈ３１年１月１日）。 

・世帯人員は、２．０８（Ｈ３１年１月１日）。縮小傾向にあり、小世帯化が進んでいる。 

・令和２２年には、団塊ジュニア世代が高齢者となり、急激に高齢化が進むと見込まれ、令和４２年には、

年少人口の減少傾向が強まると想定される（「府中市人口ビジョン」（平成２８年１月策定））。 

・高齢化率は上昇傾向で２１．７％、７５歳以上は１１．１％（Ｈ３１年１月１日）。 

・高齢単身者、高齢者のみの世帯は増加傾向。 

・要介護認定者数は増加傾向。 

・身体障害者手帳所持者は、７，３４１人、愛の手帳所持者は、１，９４２人、精神保健福祉手帳所持者

は、１，９３９人（Ｈ２９年３月３１日）。精神保健福祉手帳所持者は、増加傾向。 

・難病患者（特殊疾病認定患者)数は、１，９９４人（Ｈ２９年３月３１日）。平成２５年以降、増加傾向。 

・生活保護世帯数は、平成２８年までは増加傾向。その後は横ばい。 

・外国人住民は増加傾向。総人口に占める割合は約２．０％（Ｈ３１年３月３１日）。 

・平成２９年度の虐待に関する相談件数、高齢者関係２６２件、障害者関係２３件、児童関係１８４件。 等 

１ 市の現状 

（令和元年度第１回審議会資料 抜粋） 

◆国の動向 

①地域共生社会の実現に向けた取組と社会福祉法の一部改正 

・ 市町村に包括的な支援体制の整備、地域福祉計画の充実が

求められている。 

②東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた福祉の

まちづくり 

・ 「障害者差別解消法」の施行 

・ 「ユニバーサルデザイン２０２０行動計画」策定、「高齢者、障害

者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」の一部改正 

◆東京都の動向 

①「東京都地域福祉支援計画」の策定 

②「東京都福祉のまちづくり推進計画」の策定 
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２ 国・東京都の動向 

（令和元年度第４回審議会資料、調査報告書 抜粋） 

４ 地域福祉計画・福祉のまちづくり推進計画策定のための調査 

５ 次期府中市地域福祉計画・福祉のまちづくり
推進計画策定に向けた課題（案） 

資料 ２ 

(1)地域における支

え合いの促進

※地域住民が地域に関心を持ち、地域における助け合い・支え合いを促進す

るための意識啓発、場づくり及び知り合うきっかけづくりなど、近所づきあ

い及び地域における支え合いを促進する方策が必要である。

(2)地域活動・ボラ

ンティア活動への

参加促進

※身近な地域で気軽に地域活動・ボランティア活動に取り組めるきっかけづ

くりや仕組みづくりを図る必要がある。

(3)利用しやすい相

談体制の整備

※多様な相談形態や休日や夜間も相談が可能な窓口の設置に向けた検討が必

要である。また、複合的な悩みを抱えている人からの相談に対応し、支援す

る仕組みづくりを図る必要がある。

(4)福祉に関する情

報提供の充実

※福祉に関する情報の充実や多様な手段による情報の提供を図る必要がある。

また、利用しやすい相談体制の整備を図るとともに、相談窓口の周知を図る

必要がある。

(5)地域の防災体制

の強化

※災害時などの非常時における近隣での手助けについて、「手助けしてほし

いこと」及び「手助けできること」の両方の回答が多い。日ごろから非常時

を意識した地域における関係づくりが重要であり、住民同士の声かけや安否

確認など、地域において非常時に対する具体的な取組を促進する必要がある。

(6)福祉のまちづく

りの推進

※福祉のまちづくりを推進するため、心のバリアフリー、情報のバリアフ
リー、制度のバリアフリー及び物理的なバリアフリーに取り組んできたが、
今後も子どものころからの福祉教育や福祉に関する情報に触れる機会を増や
すことでの心のバリアフリー、わかりやすい案内標示や手話通訳の配置や音
声ガイドなどによる情報のバリアフリー、障害物が取り除かれた歩道や道路
などの物理的なバリアフリー等に取り組むことで、更なる福祉のまちづくり
の推進が必要である。

（7）市が優先して

取り組むべき福祉

施策（５つまで選

択可）

・日ごろから防災・防犯を意識した地域づくりの推進
・相談支援体制や情報提供体制の充実
・健康づくり・介護予防の推進
・公共施設やインフラ等のバリアフリー化やユニバーサルデザインの推進
・地域住民同士の助け合いや支え合いの促進


